
東伊豆町要綱第２０号 

令和７年５月２０日 

 

 

東伊豆町耐震シェルター及び防災ベッド整備事業費補助金交付要綱 

 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、地震発生時において住宅内に安全な空間の確保を図り、

もって住宅の倒壊などによる人的被害を最小限にとどめるため、耐震シェル

ター及び防災ベッド整備事業（以下「補助事業」という。）を実施する者に

対し、予算の範囲内において交付する補助金に関し、東伊豆町補助金等交付

規則（令和２年東伊豆町規則第９号）に定めるもののほか、必要な事項を定

めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

（１）耐震シェルター及び防災ベッド整備事業 木造住宅の１階部分に耐震シ

ェルター又は防災ベッドを設置する事業をいう。 

（２）木造住宅 昭和５６年５月３１日以前に建築され、又は同日に工事中で

あった居住のために継続して利用する木造軸組工法の一戸建て住宅（長屋

及び集合住宅は除くものとし、併用住宅にあっては、居住の用に供する部

分の床面積の割合が当該住宅の延べ床面積の２分の１以上のものに限る。）

をいう。 

（３）耐震シェルター 地震による住宅の倒壊から生命を守るため住宅内に設

置する箱型の装置で、地震動による家屋の倒壊に耐え得る堅ろうな構造の

ものとして静岡県知事が認定したものをいう。 

（４）防災ベッド 地震による住宅の倒壊から生命を守るため住宅内に設置す

るベッドの上を金属製のフレーム等で覆う装置で、地震動による家屋の倒

壊に耐え得る堅ろうな構造のものとして静岡県知事が認定したものをいう。 

（５）高齢者等の居住する住宅 借家を除き、次のいずれかに該当する住宅を

いう。 

ア 当該事業完了までに６５歳以上となる者のみが居住するもの 

イ 身体障害者手帳の交付を受け、身体障害程度等級が１級又は２級の者

が居住するもの 

ウ 介護保険法（平成９年法律第１２３号）による要介護者又は要支援者

が居住するもの 



エ 療育手帳又は精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者が居住す

るもの 

（補助の対象及び補助金等の額） 

第３条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）及

び補助金の額は、別表のとおりとし、１，０００円未満の端数を切り捨てる

ものとする。 

（補助対象要件） 

第４条 補助対象要件は、次に掲げる各号のいずれにも該当する事業とする。 

（１）木造住宅の所有者又は居住者（当該所有者が承諾したものに限る。）が

実施する補助事業であること。ただし、補助金の交付は木造住宅１戸につ

き１回を限度とする。 

（２）東伊豆町木造住宅耐震補強助成事業費補助金（補強計画一体型）交付要

綱（令和３年東伊豆町要綱第１３号）又は廃止された東伊豆町木造住宅耐

震補強助成事業費補助金交付要綱（平成１４年東伊豆町要綱第１４号）の

規定による補助金の交付を受けて、耐震補強工事を実施していない住宅で

あること。 

（３）この要綱の規定による補助金の交付を受けて、防災ベッド又は耐震シェ

ルターの設置をしていない者が実施する補助事業であること。 

（交付の申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、耐

震シェルター及び防災ベッド整備事業費補助金交付申請書（様式第１号）に

次に掲げる書類を添えて町長に提出しなければならない。 

（１）位置図（縮尺２，５００分の１以上の地図） 

（２）耐震シェルター又は防災ベッドの仕様書 

（３）工事概要の分かる図面（附帯工事を実施する場合に限る。） 

（４）設置予定場所の写真 

（５）補助対象経費の見積書の写し 

（６）昭和５６年５月３１日以前に建築した木造住宅であることを証明する次

に掲げるいずれかの書類の写し 

ア 建築確認通知書 

イ 固定資産課税台帳登録証明書（家屋） 

ウ 家屋登記簿謄本 

（７）住宅の所有者を証明する次に掲げるいずれかの書類の写し 

ア 固定資産課税台帳登録証明書（家屋） 

イ 家屋登記簿謄本 

（８）住宅の所有者の承諾書（申請者が住宅の所有者でない場合に限る。） 

（９）高齢者等の居住する住宅の場合は次に掲げるいずれかの書類 



ア 居住者全員が当該事業完了までに６５歳以上となることが確認できる

住民票の写し 

イ 障害者等であることが確認できる書類の写し 

（ア）身体障害者手帳 

（イ）介護保険被保険者証 

（ウ）療育手帳又は精神障害者保健福祉手帳 

（１０）その他町長が必要と認めるもの 

（交付の決定） 

第６条 町長は、前条の規定による申請があった場合、その内容を審査し、適

当と認めたときは、補助金の交付を決定し、耐震シェルター及び防災ベッド

整備事業費補助金交付決定通知書（様式第２号）により申請者に通知するも

のとする。 

（交付の条件） 

第７条 町長は、補助金の交付の決定に際し、次に掲げる条件を付すものとす

る。 

（１）次に掲げる事項のいずれかに該当する場合は、あらかじめ町長の承認を

受けなければならないこと。 

ア 補助事業の内容を変更しようとする場合 

イ 補助事業に要する額の変更をしようとする場合 

ウ 補助事業を中止し、又は廃止しようとする場合 

（２）補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難と

なった場合は、速やかに町長に報告してその指示を受けなければならない

こと。 

（３）補助事業により取得した財産については、町長の承認を受けないで、補

助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付けてはならな

いこと。 

（４）町長の承認を受けて前号の財産を処分することにより収入があった場合

は、その収入の全部又は一部を町に納付させることがあること。 

（５）補助金の収支に関する帳簿を備え、領収書等関係書類を整理し、これら

の帳簿及び書類を補助金の交付を受けた年度終了後５年間保存しなければ

ならないこと。 

（変更、中止又は廃止の承認） 

第８条 申請者は、補助事業を変更し、中止し、又は廃止しようとするときは、

耐震シェルター及び防災ベッド整備事業（変更・中止・廃止）承認申請書（様

式第３号）を提出し、あらかじめ町長の承認を受けなければならない。 

２ 町長は、前項の規定による申請があった場合は、その内容を審査し、適当

と認めたときは、耐震シェルター及び防災ベッド整備事業（変更・中止・廃



止）承認通知書（様式第４号）により申請者に通知するものとする。 

（実績報告） 

第９条 申請者は、補助事業が完了した日から起算して３０日を経過した日又

は補助金の交付の決定のあった日の属する年度の３月末日のいずれか早い日

までに、耐震シェルター及び防災ベッド整備事業完了実績報告書（様式第５

号）に次に掲げる書類を添えて町長に提出しなければならない。 

（１）設置の前後が確認できる写真 

（２）工事概要の分かる写真（附帯工事を実施する場合に限る。） 

（３）補助対象経費の領収書の写し 

（４）その他町長が必要と認めるもの 

（補助金の額の確定） 

第１０条 町長は、前条の規定による実績報告があった場合、その内容を審査

し、適当と認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、耐震シェルター

及び防災ベッド整備事業費補助金交付確定通知書（様式第６号）により申請

者に通知するものとする。 

（補助金の請求） 

第１１条 申請者は、前条の規定による通知を受けた場合は、速やかに耐震シ

ェルター及び防災ベッド整備事業費補助金請求書（様式第７号）を町長に提

出しなければならない。 

（委任） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

  

附 則 

この要綱は、公布の日から施行する。 

別表（第３条関係） 

補助対象経費 補助金の額 

耐震シェルター又は防災ベッドの

設置に要する経費のうち、購入費、

運搬費及び設置費（設置のため必

要となる場合、床下工事等の附帯

工事費を含む。） 

補助対象経費の３分の２以内の額とし、４０

０，０００円を限度とする。ただし、高齢者

等の居住する住宅については、補助対象経費

の６分の５以内の額とし、５００，０００円

を限度とする。 


